
参考資料 

  

40 40 



【 医療提供体制 】 患者（被保険者） 

②受診・窓口負担 

③診療 

①保険料 

⑤支払 

④請求 

 
・７５歳以上 
 １割負担 
 （現役並み所得者は３割負担） 
 
・７０歳から７４歳 
 ２割負担※ 
 （現役並み所得者は３割負担） 

・義務教育就学後から６９歳 

 ３割負担 

・義務教育就学前 

 ２割負担 

行政機関 

国  
 

都道府県 
 

市町村 

国民健康保険          1,881        約3,800万人  

全国健康保険協会 
管掌健康保険 
（旧政管健保）        １        約3,500万人  

 組合管掌健康保険      1,443         約3,000万人 

共済組合              85          約900万人 

（保険者数） （加入者数） （主な制度名） 

保険者 

医師    303,268人    

歯科医師  102,551人   

薬剤師   280,052人   

【 医療保険制度 】 

   ※平成20年4月から、１割に据え置く 

   47      約1,400万人 後期高齢者医療制度 
 

医療費37.4兆円 

保険料18.1兆円 

患者負担4.8兆円 

病院数：  8,565 

  （病床数：1,578,254） 

診療所数：  100,152 
  （病床数：125,599） 

歯科診療所数：  68,474 

薬局数：  54,780 

※数字は、平成22年10月1日時点 

（出典：平成24年医療施設調査） 

※薬局は、平成23年3月31日時点 

（出典：平成23年度衛生行政報告例） 

    看護職員※   1,537,813人 
※医師・歯科医師・薬剤師数は平成24年12月31日時点 

（平成24年医師・歯科医師・薬剤師調査） 

※看護職員は平成24年における 

  厚生労働省医政局看護課集計 

※看護職員：保健師、助産師、看護師、准看護師 

公費負担 

支援金 

各保険者 

※保険者数及び加入者数は平成24年3月末時点（速報値） （ただし、共済組合は平成23年3月末時点） 

※加入者数は平成24年3月末時点（速報値） 

我が国の医療提供体制の概要 
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○ 病院数は、平成２年（10,096）をピークに約15％減少｡有床診療所は大幅に減少する一方､無床診療所が増加｡ 

○ 病床数は、平成４年（1,686,696床）をピークに減少｡ 

医療施設数の推移 種類別病院病床数の推移 

その他の病床 
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単位：万床 

※その他の病床は、医療法改正により療養病床及び一般病床に区分 

※感染症病床は記載を省略（平成24年は1,798床） 

総数 1,578,254床 

一般病床 898,166床 

精神病床 342,194床 

療養病床 328,888床 

結核病床 7,208床 
0
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平成2 5 8 11 14 17 20 23 24

一般診療所 100,152 

無床診療所 90,556 

歯科診療所 68,474 

有床診療所 9,596 

病院 8,565 

医療施設数及び病院病床数の出典：平成24年医療施設調査 

※歯科診療所は有床・無床を含む 

単位：万施設 

医療施設数及び病床数の推移 
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医師数 人口10万対（右軸） 

(万人) (人) 

昭和・・年           平成・年 

0 

(1982)                                                           (2000)                                      (2012) 

+7.0 
+5.9 

+7.4 

○  近年、死亡等を除いても、医師数は4,000人程度、 毎年増加している。     
     （医師数） 平成14年 26.3万人 → 平成24年 30.3万人  （注） 従事医師数は、28.9万人 

人口１０万対医師数の年次推移 

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査 43 
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0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

チリ 

トルコ 

韓国 

ポーランド 

メキシコ 

日本 

カナダ 

米国 

スロベニア 

ニュージーランド 

アイルランド 

ＯＥＣＤ加重平均 

英国 

ベルギー 

ハンガリー 

ルクセンブルク 

オランダ 

ＯＥＣＤ単純平均 

エストニア 

フィンランド 

イスラエル 

オーストラリア 

スロバキア 

フランス 

デンマーク 

アイスランド 

チェコ 

ノルウェー 

スイス 

ドイツ 

スウェーデン 

ポルトガル 

スペイン 

イタリア 

オーストリア 

ギリシャ 

 
注１ 「OECD単純平均」とは、各国の人口1,000人当たり医師数の合計を国数で除した値 

注２ 「OECD加重平均」とは、加盟国の全医師数を加盟国の全人口（各国における医師数掲載年と同一年の人口）で除した数に1,000を乗じた値 

注３ スウェーデン、オランダ、日本は2010年の値、デンマークは2009年の値 

注４ ギリシャ、フランス、スロバキア、フィンランド、オランダ、カナダ、トルコは研究機関等に勤務し臨床にあたらない医師を含み、ポルトガル・チリは資格を有しており現役で働いていない医師を含む 

注５ フィンランド、英国、アイルランドは推計値                                                                                                               出典：OECD Health Data 2013 

(人) 

我が国の人口1,000人当たりの臨床医師数は2.2となっており、ＯＥＣＤ加盟国の中でも少ない。 

人口１０００人当たり臨床医数の国際比較（２０１０年（平成２２年）） 
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国名 
平均在院 

日数 

人口千人 

当たり 

病床数 

病床百床 
当たり 

臨床医師数 

人口千人 

当たり 

臨床医師数 

病床百床 

当たり 

臨床看護 

職員数 

人口千人 

当たり 

臨床看護 

職員数 

日本 
３２．５ 
（18.2） 

１３．６ １６．４ ２．２ ７４．３ １０．１ 

ドイツ 
９．６ 
（7.3） 

８．３ ４５．２ ３．７ １３６．７ １１．３ 

フランス 
１２．７ 
（5.2） 

６．４ ♯５０．９ ♯３．３ ♯１３１．５ ♯８．５ 

イギリス 
７．７ 
（6.6） 

３．０ ９１．８ ２．７ ３２４．７ ９．６ 

アメリカ 
６．２ 
（5.4） 

３．１ ７９．４ ２．４ ♯３５０．８ 
 

♯１１．０ 

（出典）：「OECD Health Data ２０１２」               

 注１ 「人口千人当たり病床数」、「病床百床当たり臨床医師数」及び「病床百床当たり臨床看護職員数」について、アメリカは２００９年のデータ。 

 注２ 「♯」は実際に臨床にあたる職員に加え、研究機関等で勤務する職員を含む。 

 注３ 病床百床あたり臨床医師数ならびに臨床看護職員数は、総臨床医師数等を病床数で単純に割って百をかけた数値である。 

 注４ 平均在院日数のカッコ書きは、急性期病床（日本は一般病床）における平均在院日数である。 

医療提供体制の各国比較（２０１０年） 
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○ 全国の医療施設（診療所・病院）に従事する「人口１０万対医師数」は２２６．５人で、前回に 
   比べ ７．５人増加している。 
○  都道府県別では、京都府が最も多く（２９６．７）、埼玉県が最も少ない（１４８．２）。 

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査 

148.2人 

296.7人 

都道府県別にみた人口10万対医師数（平成24年）  
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8,280人 
（昭和56～59年度） 

7,625人 
（平成15～19年度） 

（人） 

昭和57年 
閣議決定 

 

「医師については 
全体として過剰を 

招かないように配慮」 

昭和48年 
閣議決定 

 

「無医大県解消構想」 

平成25年度 
8,991→9,041人 

【50人増】 

○医学部の入学定員を、過去最大規模まで増員。 

 （平成19年度7,625人→平成25年度9,041人（累計1,416人増）） 

7,793 

8,486 

8,923 

8,846 

昭和 平成 

医学部入学定員の年次推移 
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 診療科別医師数の推移（平成６年を1.0とした場合） 

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査 

○ 多くの診療科で医師は増加傾向にある。 
○ 減少傾向にあった産婦人科・外科においても、増加傾向に転じている 

医政局医事課作成 

※内科１） ・・（平成８～18年）は内科、呼吸器科、循環器科、消化器科（胃腸科）、神経内科、アレルギー科、リウマチ科、心療内科 
      （平成２０～２４年）内科、呼吸器、循環器、消化器、腎臓、糖尿病、血液、感染症、アレルギー、リウマチ、心療内科、神経内科 
※外科２） ・・（平成６～18年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、気管食道科、こう門科、小児外科 
      （平成２０～２４年）外科、呼吸器・心臓血管・乳腺・気管食道・消化器・肛門・小児外科 
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○ 各都道府県が、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定。 

○ 医療提供の量（病床数）を管理するとともに、質（医療連携・医療安全）を評価。 

○ 医療機能の分化・連携（「医療連携」）を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、地域全体で切れ目な

く必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。 

    

趣旨 

○ 新たに精神疾患を加えた五疾病五事業（※）及び在宅医療に係る目標、医療連携体制及び住民への情報提供 
  推進策  
 
 

 

○ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医師、看護師等の医療従事者の確保    

○ 医療の安全の確保   ○ 二次医療圏（※）、三次医療圏の設定   ○ 基準病床数の算定  等 
 
 
 

平成２５年度からの医療計画における記載事項 

※ 五疾病五事業･･･五つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）と五つの事業（救急医療、災害時における医療、へき
地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））をいう。災害時における医療は、東日本大震災の経緯を踏
まえて見直し。 

【 医療連携体制の構築・明示 】 

◇ 五疾病五事業ごとに、必要な医療機能（目標、医療機関に求められる事項等）と各医療機能を担う医療機関の名称を医療計
画に記載し、地域の医療連携体制を構築。 

◇ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住民や患者が地域の医療機能を理解。 

◇ 指標により、医療資源・医療連携等に関する現状を把握した上で課題の抽出、数値目標を設定、施策等の策定を 
  行い、その進捗状況等を評価し、見直しを行う（疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進）。 

 
 

※ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。 

医療計画制度について 
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